
⽔産海洋IOFの
合意形成実習について

勝川俊雄（東京海洋⼤学）



大学に期待される役割

教育・研究以外の業務への対応が急務

研究

教育

研究

教育 社会
貢献

• 地⽅貢献
• 知財戦略
• 外部資⾦調達



新しい⼈材の必要性
従来の体制ではカバーできない

多様な専⾨業務が発⽣

•新しい業務を遂⾏・⽀援する⼈材の育成
• 複数の機関が連携してコンソーシアムを構築
• 次世代研究者・研究⽀援⼈材を育成
• 多様な場で活躍できるよう、キャリアアップを図る
ことのできる持続的な仕組みを構築



教育プログラムの考え⽅
• ⽔産資源開発、増養殖、資源管理、知的財産マネジメ
ントから流通・販売・消費まで連動して研究⽀援を⾏
う専⾨性の⾼い⼈材を育成する

1. ⼈材の活躍の場を固定化させない仕組みの創⽣
2. 優秀な⼈材の選抜と育成
3. ⽔産海洋分野に特化した専⾨性の向上とキャリアアッ
ププログラムの実施

「⼤学病院の専⾨医」というよりは「地域の開業医」
専⾨知識と現場⼒の両⽴



基礎学理、⼀定の資質、広報理念、安全・倫理

知的財産（I）特許公報と探索、知的財産権とは、
特許になるまで、⼀般的知識

知的財産（II）⽔産物の製品化と商標、意匠権、不正競争防⽌、
地理的表⽰

合意形成（I）市⺠参加の発展と法制度が⽰す合意形成、
コンフリクトアセスメント、合意の創出

合意形成（II）合意形成グループ演習、合意形成事例演習、実地踏査

総合実践演習（I-IV) :研究戦略、プレアワード、
ポストアワード、ＰＭ/ＰＯ補佐、競争的研究資⾦制度への応募

⾼度学識

研究開発

語学研修

勤務地変更
出向循環

教育プログラムの構築と重層構造による整理

キャリアアップ

教育プログラム実施における考え⽅



スキル標準の作成
•実際の業務遂⾏に必要な能⼒の「ものさし」
•⽔産海洋に特化したスキル標準（２２項⽬）に
おける必要スキルを設定
•現場での調整や分析などのオールラウンド型の
能⼒



合意形成研修

平成２７年度 宮城県気仙沼市
平成２８年度 新潟県佐渡市
平成２９年度 岩⼿県盛岡市
平成３０年度 岩⼿県釜⽯市

座学、現場視察、ヒアリング





• 2019年度の合意形成研修は、宮城県⽯巻市を
拠点に活動する漁業者・⽔産流通業者の団体、
フィッシャーマンジャパンと連携して実施し
ました。



１２⽉６⽇
• フィッシャーマンジャパン事務所にて、トリトンプ
ロジェクトの視察
• ⽯巻イオンモールの産直コーナーの視察

１２⽉７⽇
• ⽯巻⿂市場⾒学
• 漁業法研究会のファシリテーション実習



•新規就業者⽀援
•漁師のシェアハウス
•産直
•地域の漁業関係者主導の取り組み
•新しいことへの反発も…



改正漁業法研究会
•東北経産局の予算で、フィッシャーマンジャパ
ンがコーディネート
•勝川がアドバイザ
•９⽉、１０⽉、１２⽉と３回開催
•漁業法改正の経緯と要点
•地域の⽔産業に与える影響
•個々の経営体はどのように対応すべきなのか？



このまま減ると2050年ぐらい
にゼロになる
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⽇本漁獲量
予測値



2007〜2017に、68⿂種中62⿂
種が減少

68⿂種中、20⿂種が半分以下に減少

めばち 0.49倍 さけ類 0.32倍
あなご類 0.48倍 そうだがつお類 0.28倍
あわび類 0.46倍 さんま 0.28倍
このしろ 0.45倍 その他の

⽔産動物類 0.27倍
かたくちいわし 0.40倍 いかなご 0.25倍
その他のかじき類 0.40倍 するめいか 0.25倍
くるまえび 0.37倍 あかいか 0.19倍
海産ほ乳類 0.36倍 あさり類 0.19倍
おきあみ類 0.35倍 ます類 0.13倍
たちうお 0.35倍 ほっけ 0.12倍



必要なのは、漁獲量を⼀時的
に下げること
このままだと、
こうしないといけない



漁業法改正→漁獲規制

２０２０年の１２⽉が、新漁業法施⾏のデッドライン
施⾏後1年間は移⾏期間（旧漁業法が有効）

２０２１年１２⽉
旧法律の効⼒が消滅

２０１９ ２０２０

政令準備期間 移⾏期間

政令

２０２1

• 2020年に政省令の原案を固めて予算獲得
• 実質的な議論のための時間は2019年



加⼯流通業者の影響が⼤きい
•漁獲量が減る→浜値が上がる
•漁業者には何らかの補償があるだろう
•消費者価格が上がるかは微妙
•加⼯業者は、供給量が減り、仕⼊れ値が上がっ
ても、売値が上がらない可能性もある

少ない⽔揚げで利益を確保して、
利益を平等に配分する仕組みがほしい



地域の⽔産業をつなぐ
競り

分断・対⽴・共倒れ

協⼒・連携・ともに⽣き残る



研究会の⽬的
•これまで対⽴関係にあった漁業
者と加⼯流通業者の接点を作る
•漁業法改正の内容を理解する
•お互いの⽴場を理解して、協⼒
する仕組みをつくる



合意形成実習の成果
•合意形成の最前線を体験した
• 現場の問題を理解する
• 当事者と⼀緒に考える
• 建設的な議論をリードする

•⽯巻では、今後も漁業者と加⼯流通業者の交流
の場を作ることになった

•合意形成実習は公開ですので、関⼼がある⽅は
来年度の実習にご参加ください！


